































　1950 年 11 月 4 日に署名された人権条約は 1953 年 9 月 3 日に発効し，その第 1 節で思想，良
心および信教の自由（9 条）や表現の自由（10 条）といった権利および自由を規定し，第 2 節
に条約の実効性確保機関として欧州人権裁判所（European Court of Human Rights，以下「人
権裁判所」という。）に関する規定を置いている。フランスのストラスブールに設置された人権



















　人権条約において表現の自由を規定する 10 条7）は 2 項構成を採っており，1 項において表現
の自由を保障するとともに，2 項において表現の自由を制限しうる正当な目的を列挙している。
























































① Otto-Preminger-Institut v. Austria 事件（1994年）
　人権裁判所が下した宗教を冒瀆する表現に関する 5 つの判例の中で，最も古い事案が
Otto-Preminger-Institut v. Austria 事件22）である。この事件は，視聴覚メディアを通じてのコン
テンツ流通を目的とする非営利組織 Otto-Preminger-Institut が，神，キリスト，聖母マリアをそ
れぞれ，無能の白痴，愚か者，あばずれ等とする描写を含んだ Werner Schroeter の「天の議会；




































② Wingrove v. the United Kingdom事件（1996年）
　1996 年の Wingrove v. the United Kingdom 事件25）では，ロンドン在住の映画監督で申立人で
ある Nigel Wingrove が作成した「Visions of Ecstasy」という 18 分の短編ビデオ映画が問題と







Act1984）に従って英国映画分類委員会British Board of Film Classifi cation（以下「BBFC」という。）
の発行する分類証明書（classifi cation certifi cate）の取得が義務付けられており，Wingrove はビ











Whitehouse v Lemon 事件の貴族院判決における神冒瀆罪の定義について争いはなく，適切な法
的助言があれば神冒瀆罪に抵触するとの合理的予見をもちうるとした。そして，BBFC による本
件規制の目的は「キリスト教に親近感を寄せる人々を確実に憤慨させると考えられる方法で，宗
教的主題を扱うのを禁止すること」であることから，条約 10 条 2 項の他者の権利保護に該当す
るとの判断の下，上記 2 要件のいずれについても満たしているとの判断を下している。
　さらに「制約が民主社会にとって必要であること」の要件に関しては，本項①のOtto-Preminger-




















③ İ.A. v. Turkey事件（2005年）
　イスラム教における哲学と神学上の問題を著者の視点から小説風に述べた，Abdullah Riza 
Ergüven の「禁じられたフレーズ；Yasak Tümceler」が，コーランやムハンマドを冒瀆している
として，出版者である申立人 İ.A がトルコ刑法 175 条27）の神冒瀆罪により起訴され罰金刑に処





て必要であること」の要件に関しては，Otto-Preminger-Institut v. Austria 事件および Wingrove 









　本稿本節① Otto-Preminger-Institut v. Austria 事件や② Wingrove v. the United Kingdom 事件







　しかし，「衝撃を与える表現」もまた表現の自由が保障する表現であるとした Handyside v. 




④ Giniewski v. France事件（2006年）
　宗教を冒瀆する表現に関する判例において転機となったといえるのが Giniewski v. France 事
件30）である。この事件は，申立人である歴史家兼ジャーナリストの Paul Giniewski が 1993 年
に発布された教皇回勅「真実の輝き（The Splendour of truth）」に関して，「隠された欠陥（The 
obscurity of error）」と題する新聞記事を記したことに端を発する。当該記事では，「カトリック





ト教コミュニティに対する人種的中傷にあたり，1881 年 7 月 29 日法 29 条および 32 条第二文
の罪31）に該当するとして，フランスの国内裁判所は謝罪広告の掲載と罰金を科した。これを不
服として，Giniewski が人権条約 10 条違反を人権裁判所に申立てたのが本事件である。
　人権裁判所は，「当該制約が法律によって定められていること」の要件が，1881 年 7 月 29 日
法 29 条および 32 条第二文によって満たされているものと判断した。「制約が正当な目的の実現
を意図するものであること」の要件に関しては，介入の目的である「特定の宗教の構成員である
ことによる中傷から人の集団を保護すること」は条約 10 条 2 項が意味するところの，「他の権
利又は名声」を保障することと一致し，また，条約 9 条が保障している信教の自由の保障の目的
とも一致すると判示している。しかし，「制約が民主社会にとって必要であること」の要件につ











⑤ Klein v. Slovakia 事件（2006年）
　上記の Giniewski v. France 事件を契機として，これまで宗教を冒瀆する表現に対して認めら
れてこなかった人権条約 10 条違反が認められる事件が出てくるようになった。Klein v. Slovakia
事件32）は 10 条違反が認められた事件の 1 つで，申立人である Martin Klein が高級週刊誌に掲載
したスロバキア大司教に対する批判記事が問題となった事件である。当該記事によって宗教感情
を傷つけられたとしたキリスト教団体は，スロバキア刑法 198 条 1 項33）が規定する，市民集団
の信仰に対する公の中傷にあたるとして同条の適用を求め，記事執筆者の Klein は罰金刑に処せ



























Institut v. Austria 事件以降，一貫して次の 5 点を前提としてきた。すなわち，①表現の自由は民












Institut v. Austria 事件では「なされた制約とその目的との比例性」のみが審議されていたが，
Wingrove v. the United Kingdom 事件では「急迫する社会的必要性」が審議事項に加えられ，
İ.A. v. Turkey 事件ではさらに，「国内当局が当該介入を正当化する理由として関連性があり十分
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 The European Court of Human Rights, operating since 1959 as the implementing body of the 
European Convention on Human Rights, has established case laws since its inception. The European 
Convention on Human Rights has been signed by 47 countries. There have been several instances 
wherein, the European Court of Human Rights has developed case laws on the freedom of expression 
guaranteed by Article 10 of the Convention. Over the years, this judgment framework has come to judge 
in more detail whether constraints by member states are necessary in a democratic society under the 
Principle of Proportionality. Under this circumstances, the European Court of Human Rights has elabo-
rated the consideration of whether a restriction by member state is necessary in a democratic society, 
even in the case of a blasphemous expression. There is no set common standard, and hence, the freedom 
of expression guarantee and validity of blasphemy are tested in keeping with the wide Margin of Appre-
ciation.
Keywords: European Court of Human Rights, Freedom of Expression, Blasphemy
A Study of Blasphemous Expressions 
in the European Court of Human Rights
Rei  MURAKAMI
103
